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第 1章 ｢ケインズの道徳哲学と賢人思想- 『若き日の信条』におけるケインズの
反省-｣ 『立命館経済学』第35巻第5号､1986年｡
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類の批判に対しては､①､ ｢実証主義｣ ｢数学利用｣ ｢確率論｣とマルクス主義との両立
性を示すこと､②､代替モデル研究の ｢政策科学｣重視の立場に含まれていた賢人思想的､
｢社会工学的｣発想をのりこえること､そして､その中で､③､①と②との相互の関係､






















































































9(鈴木英毒 ･坂野友昭訳 『経済 科学方法論』成文堂､1984年)参照｡














































































































































視される時代に当面しなければならないであろうか｡ ｣ 如 く下線は大西による)
後に見るように､｢若いブルームズベリーの心を夢中にさせた｣ものは､厳密な意味で
の ｢人間関係｣の問題ではなく､自己自身および絶対者に対する人間の態度の問題として





































的な賢人思想家であった｡ 12) っまり､ケインズと ｢賢人思想｣との間に距離があるので
-14-
はなく､ケインズと ｢ハ-ベイ ･ロードの前提｣との間にこそ距離があったのである｡





































































ムーアのこの立場は､彼の 『倫理学原理』 15) の第6章で､ ｢理想｣論としてさらに発
展させられている｡この ｢理想｣のことをケインズは ｢宗教｣と呼んだが､それは､ ｢自
分自身､および絶対者に対する人間の態度｣ 16) であり､ ｢行動や成果､あるいは帰結と
関連づけられないものであった｡ ｣ 17) それは､ ｢善｣と同じく､ ｢部分に分割して分析
することが無意味｣なものであり､ ｢時間を超越した､嘆想と深い内省の極致であり､こ






































部の世界を忘れたり､否定したわけではなかった｡ ｣ 26) とも言っていること｡
③､ケインズは 『確率論』 27) において､ムーアの帰結の数量的測定可能性や､確立の頚
度説を強力に否定したが､それらと､ ｢帰結主義｣とは､非常に結びつきが強いとはいえ､
別々のものとして区別できること｡











含めた ｢われわれ｣がすべて､ ｢帰結主義｣や ｢光則主義｣に対して同じ立場をとってい
たことになる｡これは､②の引用と両立するのだろうか｡さらにまた､この字句上の解釈











観｣ (東大教養学部 『教養学科紀要』第14号､1982年)､ ｢ケインズにおける思













































快楽主義 帰結主義 規則主義 舵C)鼓呈欄完珂雛





ムーア × ○ ○
初期ケインズ × × ×








































































































ズと ｢われわれ (仲間)｣の立場の違いが示されている｡つまり､ムーアの ｢道徳｣した



























































ベンサム ○ ○ ×
ムーア × ○ ○
初期ケインズ × × ×













































































































































期のケインズが､ブルームズベリー (｢われわれ｣)と異なり､ ｢道徳 ｣-･-｢帰結主義｣
-1人間の非合理性の認識-- ｢光則主義｣ 51)I- ｢世俗｣の中に住んでいたと解釈Lt
それら一連の思想的立場こそが ｢エリー ト主義｣ (｢賢人思想｣)のベースとなっている
ことを明らかにした｡
以上の各氏の優れた点は､第Ⅰ-3表に総括される解釈に発展されねばならない､と筆
者は考える｡すなわち､ ｢われわれ｣-｢ブルームズベリー ｣ 52) と ｢初期ケインズ｣と
｢後期ケイ石ズ｣とが区別された上で､ ｢帰結主義｣については､ ｢ブルームズベリー ｣
が拒否をした一方で､ケインズは一貫して採用していた､と解釈し､ り尋結主義｣につい
ては､ ｢ブルームズベリー ｣が拒否､ ｢後期ケインズ｣が採用した一方で､ ｢初期ケイン
ズ｣はその中間的な立場に立っていたと解釈するのである｡
第Ⅰ-3表 ｢信条｣の道徳哲学
快楽主義 帰結主義 規則主義 帰掛収量的捉可離
ベンサム 〇 〇 〇 ○
ムーア × ○ ○ ○
ブルームズベリー × × × ×
初期ケインズ × ○ △ ×
後期ケインズ × ○ ○ ×
この表で､初期ケインズを ｢帰結主義｣とするのは､早坂の説によっており､また､後
期ケインズも｢帰結主義｣とするのは､宮崎説によっている｡宮崎説では､初期ケインズ



























































































位置づけられている｡ところが､ ｢われわれ｣は､ ｢理想｣-｢宗教｣の立場から､ ｢伝
続と因襲と呪術の代弁者｣たる ｢キリスト教徒｣を主たる批判の対象としていた｡そして､
ケインズは､それは､批判の主たる対象とすべきものを誤っていた､と反省している｡







一つには､ ｢われわれ｣の高度に純粋な ｢理想｣の立場は､ ｢外の世界｣を無視した ｢つ
きつめた嘆想と深い内省｣を重視するという意味で､自律的個人を想定する立場であり､






























正確には ｢ブルームズベリー ･グループ｣というより､ ｢ソサエティ｣のメンバーであ
る｡しかし､前者は後者の発展した姿であり､その中心メンバーや基本思想は同じであ
り､同一視してもさしさわりはない｡
















































































































































人々に外的なところから ｢注入｣されねばならないと想定されていることにある｡ 72) 人
























ば､この①-④と､ ｢ハ-ベイ ･ロードの前提｣や ｢ブルームズベリー ｣｢ケインズ｣と
の関係は､次の第Ⅰ-4表のように整理できよう｡
第Ⅰ-4表
I 俗説 バートン説 宮崎説 筆者の説
①公共利益の代行者仮説②哲人王仮説③説得力④超世俗的理想主義 ハ ブ ノヽ ノヽ 賢 ケ
ー ケ ル l ケ i 後 人 イ後
ベ イ 】 ベ イ ベ 期 忠-ン期
イ-ンエム イ-ン イニケ 想 ズ
ズ ズ - ズ ･ イ





















































































男等 2 章 自 由 主 義 自勺 エ イ国 人 主 義 白勺価 値 規 範 と




































前提は､通常 ｢合理的経済人 (ホモ .エコノミクス)の仮定｣とよばれているもので､ 6)
ナイトの定義を使えば､①と⑤は ｢効用極大化仮説｣および ｢利潤極大化仮説｣ (｢快楽








































































ているという事実である｡ 16) ｢人権｣の思想は､｢国家への参加｣としての ｢民主主義｣





















しかし､暗により､ ｢過去に従う｣ことは合理的である｡なぜなら､ ｢伝統｣や ｢慣習






















任者｣が ｢民主主義的｣に決めれば､それは (2)と (3)の両立形態である｡ 27)
もちろん､こうした両立性は (1)と (3)､すなわち ｢自由主義｣-｢個人主義｣と
｢民主主義｣の問にも存在する｡なぜなら､ ｢自由主義｣は､各個人が自発的な集団を形
成し､その中での ｢民主主義的｣な決定に再び自発的にしたがっていくことを妨げないか
らである｡そして､最後に､ (1)と (2)という最も対極的な原理についてさえ､ ｢自
由主義は各個人が特定の個人なり小集団なりの指示に自発的に従っていくのを妨げない｣
という意味においては両立する場合も存在する｡



































(2) ｢近代経済学｣の脱皮のもう一つの方向は､ ｢経済 ｣の原理 (すなわち ｢自由主











つであるが､これは､ ｢政府｣といった非市場的システムにおける ｢政治｣- ｢民主主義｣
が ｢経済｣運営に失敗することを示している｡また彼らはJ､そのような ｢政治の失敗｣が
生じる原因を､有権者 (あるいは圧力団体)に対する ｢経済 ｣的宥和を狙った議員の予算
























することによって､ ｢道徳 ｣の領域への ｢自由主義｣原理の導入をも説いている｡ 37)
とにかく､現代の2つの大きな思想潮流とその経済学版は､ともに旧い ｢近代経済学｣
-51-








































































では､ ｢人権｣概念が ｢自由｣概念に結びつけられているが､それらは ｢政治的共同体
つまり国家制度への参加｣-｢公民権のカテゴリー ｣-｢民主主義｣の概念と明確に区
別 ･対置させられている｡ (花田圭介訳 『マルクス ･エンゲルス全集』大月書店､第1
巻400-402ページ)本章の ｢民主主義｣概念はこのマルクスの概念と一致する｡
18)置塩信雄 ･野沢正徳編 『日本経済の数量分析』大月書店､1983年､Ⅴページ｡




Ihruesen,MegundZiel"1928(山田高生訳 『経済民主主義-1本質 ･方途 ･目標-
-』御茶の水書房､1983年)である｡ここでは､ ｢経済民主主義｣がその決定の内
容として捉えられている｡なお､戸木田嘉久 ｢労働組合運動は現代の危機にどうたちむ

























ワイトとリヒットの ｢社会的風土｣研究)､また､集団規範の影響力 (- ｢保守主義｣
の力)の研究 (シェリフの ｢情報一同調仮説｣研究)も行われている｡こうした研究に
ついては､D.Cartnright,A･Zander,ed.GroupDynamics,1953(三隅二不二 ･佐々
木薫訳編 『グループ ･ダイナミックス』誠信書房､1970年､末永俊郎編 『集団行動』



















28)たとえば､栗本慎-那 .今村仁司 ･吾郷健 ･室田武 ･柄谷行人 『<経済学>批判を
中心に-一社会科学の変換を求めて』現代企画室､1983年､唐松渉 ･山崎カヲル ･

























































































































としてイメージされる ｢経済合理性｣を不安定性の原因として捉え (-ケインズの ｢流動
性選好説｣をイメージ)､他方で賃金硬直性に代表される ｢非合理性｣が経済を安定化さ
せると考えた経済学者としてケインズを理解しているのである｡
ともかく､このような文脈から ｢非合理的｣行動､すなわち ｢個人主義｣的な ｢経済合
理的｣原理以外 (前節における(2)-(4))の原理が肯定されることになるが､その














第Ⅰ節でも述べたように､ ｢個人主義｣の概念は ｢理性｣や ｢個性｣とともに ｢自律｣
の概念を含んだものではあるがーその ｢個人主義｣も必然的に自律性を弱めざるを得ない､
と作田は説く｡｢理性｣に重きを置く ｢理性の個人主義｣は18-19世紀啓蒙思想と同様､
｢理性｣の名による ｢指導｣､ ｢管理｣に弱く､また ｢個性｣に重きを置く ｢個人の個人
主義｣も､その自律性の主張の根拠としての ｢理性｣を弱めれば､自律性自体を防御でき
-60-






































































































































































qt{i,- (崇 霊 )E･lt(I,･γt (i, (E>0)






△x=∑△｡t(i,= 主 (聖 二聖 )E_1..i, .γ . (i,











dt･i,- (B# )y ･8- , (jL<0)
の時､△Xだけの捻超過需要は
Ⅰ
-△x=∑△dm ,=主 (坐 )〟 .S t…
i=l iミl W

























































































論｣』11819ページ､高橋洋児 -岩井克人 ｢対談 情報 ･贈与 ･価値-一現代経済
における貨幣の存在と意味一一｣ 『思想』1986年10月号､参照｡
44)｢一体､何が個人に 『合理的』でない行動をとらせるのであろうか｡人間はそもそ























































































































































関係史｣ 川 の第2段階に照応する｡ここでは､ ｢他の人間との自然的な種族関係のへそ
の緒からまだ離れていない個人的人間の未成熟｣ 64) は克服され､そうした ｢種々の形態
の社会的連繋は､個人の私的目的のためのたんなる手段として､外的必然として､個々人
に対立｣し､ ｢個別化された個々人の立場を生みだす時代こそ､まさにそれまでのうちで































て､生活における ｢趣味｣｢噂好 ｣の領域を拡大させる｡そしてまた､こうした ｢趣味｣
や ｢噂好 ｣は ｢感性｣のレベルにおける各人各様の ｢個性｣を発揮する領域であるから､
｢個性化｣を促進する｡こうした傾向もまた､資本主義の発展によって､そしてとりわけ
最近の ｢消費の多様化｣現象の中で見られた通りである｡ 71)




























めに導入せざるを得なかった ｢工場法｣の教育条項73) はその一例である｡また､ ｢人間
は､他の人間と一緒に生活することを学ぶにつれて､自分のうちに理性と意志との能力を























































































同｣88)を志向するが､そうした ｢一枚になろう､一枚になるぺLという｣ 88) 文化目標
の単一性は ｢かえって些末なる異質をも鮮かなる黒点として浮彫にし､そのこと自体の価
値軽重をこえて､zwecklosな争いに人々をまき込む｣ 88) ｡このような ｢ゲマインシャフ
トあるいはプライマリイ･グループの世界｣ 89) の ｢暗闘 ｣ 89) ｢それ独自の厭らしさ｣





















































































A絹 B閥賃金 C D E1 F G
バス運賃 マイカー 歩く場合 バスに乗る マイカーで行く
(まま誓 言三十芸 費 の の 時の全費用 時の全費用製造費 機会費用 ()く絹貫+農会鮒)(マイか菱置費+携全費用)



































c B･t - (h十芸-)W (2)~
cc･t- (k十㌢ )W (3)~
となる｡この時､
Cw.0-W, C8.0- (h十 α)W, C｡,0- (k十β)W
であり､仮定により1くα<βだから､
-81-















IimCw,t > HImC,,t > JimC｡.I
t-●tn I ･･●旬 t.･■切
となるからである｡
したがって､この理論モデルの結果によっても､人間社会の交通手段が ｢徒歩｣から
















歩｣と ｢バス｣が順次 ｢マイカー｣に対して割が合わなくなっていく｡さらに､ ｢バス｣
の場合の運転手という直接的労働の生産性を上げることが不可能 (必ず1/5時間の直接

























者の側の ｢力｣を決することになろうが､その ｢人権｣意識自体が市場の発展による ｢個
人｣の確立と相たずさえて発展することを思いおこきねばならない｡つまり､言いかえれ
ば､ ｢市場の発展｣- ｢人権意識の発達｣ (-ヒューマニズムの発展)- ｢賃金の上昇｣
- ｢市場の発展｣一 ･.･という相互促進作用の存在である｡したがって､ここでは､生
産性上昇の賃金へのはねかえりゼロといったことは現実にはありえないということだけで
はなく､ ｢市場の発展｣が ｢賃金の上昇｣を媒介として含む以上それが ｢人権意識｣｢ヒ
ー83-















































































































かぬばならぬ適応課題が増大している｣ (宮島喬 r現代日本の文化｣蓮見音彦 ･山本英













































































































































の ｢文化的目標｣と ｢制度的目標｣にどのような態度をとるかによって､ ｢個人的適応様
式の類型｣が区別されるというのがマートンの議論である｡
マートンによる ｢5つの適応禁型｣を図示すると第Ⅰ-2表のとおりとなるO表中の




















































































































































































































































132)という事情である｡そして､その中では､ ｢自助､自立､節約､勤労｣ 133)を ｢アメ





確かに､ ｢新自由主義｣と総称される流れは､ ｢自由｣と ｢伝統｣の同一性から､ ｢伝
統｣と ｢道徳｣｢宗教｣｢家族｣といったものの第一義的意義を強調するものばかりでは
ない｡たとえば､こうしたアメリカ的伝統から離れた日本の ｢新自由主義者｣で､後に述




の､あるいはおそらく家族の自由を究極の目標とする｣ 137)と述べて､ ｢家族｣を ｢個人｣
と同列の､あるいはそれ以上のものとして位置づけている｡また､個々人が親から受け継
いだ生まれつきの ｢能力差｣と､相続した財産の多寡とを区別することはできない､とし




守性｣が ｢新自由主義｣の端々に散在している｡ 140)そして､このこともまた､ ｢新自由
-100-




























































い形態 ｣ 151'と規定したり､共同体を放棄する ｢粗野な個人主義｣ではなく､共同体的結










な徳 ｣ 15A)というものを重視する ｢道徳主義者｣であるが､こうした ｢道徳｣への過度の




















































































もちろん､こうした ｢中間形態｣は ｢自由主義｣に近いサイドからだけではなく､ ｢保
守主義｣に近いサイドからも発生する｡たとえば､ ｢伝統 ･慣習 ･習俗などにたいする責










ジンの ｢散逸構造論｣､ 1… )生物進化論におけるヤンツの ｢自己組織化論｣､ 165)括水博





































人主義｣ ｢万民平等主義｣ ｢機能代表制｣ ｢集団自治制｣)をさらに発展させて､ ｢生活
欲求と万人平等｣ (略して ｢欲求 (平等)｣､ ｢機能代表と役割遂行｣ (略して ｢機能代
表｣ないし｢役割遂行｣)､ ｢人間的 帯と集団自治｣(略して ｢集団自治｣ないし ｢人
間的 帯｣)におきかえる｡また､さらに､それら ｢4つの構造原理｣のおのおのの関連
の6つについての属性を次のように位置づける.すなわち､ ｢欲求｣と ｢機能代表｣との
関連をく協約>として､ ｢自律｣と ｢集団自治｣との相互関係を<共存>として､ ｢欲求｣
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欲求 哲 小感 同＼/自治
LiYiSt LJ
く共 生〉






提としながらも､その ｢人格｣が､それが ｢自主的に社会に同調する｣ような ｢規範｣を
備えた ｢人格｣でなければならないからである｡こうして､ ｢同時に資本主義社会である｣
ところの近代市民社会､すなわち､ここでは<桔抗>型社会の中に､ ｢企業主義｣と ｢家









異なり､主要な達成課題は 『個人の幸福』 (『個別』)であり､それが同時に 『万人の幸




杭 , ⊂ 垂 垂 二]自律(自由) く 桔
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andFluctuations,1971(松本元 ･竹山協三訳 『構造 ･安定性 ･ゆらぎー-その熱力学
的理論--』みすず書房､1977年)､G.NioolisandI.Prigogine.





























































































































































実際､ 『10巻』や 『日本経済の数量分析』等では､ ｢民主的規制 (コントロール)｣の































































































するだけでなく､狭義の ｢社会｣や ｢イデオロギー｣の領域､つまり｢家族｣や ｢個人J




体の改革がより重要だとする問題提起がなされるようになる｡ 17) また同時に､ ｢自律｣







































































12)本田豊 ｢対外経済政策と国際的貢献｣菊本義治 ･北野正一､前掲編著所収一同 ｢途
上国経済援助による世界経済活性化の可能性について｣ 『立命館経済学』第33巻第6

















角田修一 ｢生活様式の経済理論｣基礎経済科学研究所編 『講座 構造転換第4巻 経済
学の新展開』青木書店､1987年､大西広 ｢自由主義価値規範への2つの対応として
の 『ポスト･モダン』と新自由主義｣ 『立命館経済学』第36巻第2号､1987年､
同 ｢古典派経済学､近代経済学と 『資本論』｣基礎経済科学研究所 『資本論からみた現
代の労働と生滴』昭和堂､1988年､野沢正徳 ｢21世紀への展望を!｣日本科学者













































































いるのである｡ 27) これらは必ずしも成熟したマルクスの ｢権力の粉砕｣テーゼそのもの
ではないものの､ ｢たとい､もっとも発展した民主的共和制の国家であっても､それがな










































































自身ということになろう｡ " )40〉こうした意味で､資本 ･賃労働関係という問題とは､集
団主義的な意味での ｢階級｣の問題としてではなく､各個人のその人それ自身であるとこ
ろの ｢意思｣をみずから実現できるか否かといった問題としてあるのである｡これは､労
























































































































というようなものでもなく､もちろん 『個人』と 『大衆』との形而上学的対置 (スター
リン)でもなく､人民のそれぞれを諸個人ととらえ､この諸個人の発展 ･解放を歴史の
なかに追求する理論であった｡｣ (｢歴史と個人｣中村行秀 ･高田純 .太田直通 ･石井



































































































































[政治]王権の弱化-都市との同盟 < - 封建制の弱体化
J† J 正のフトFlt†ク †
[経済] 都市の自由化促進-市場経済の発展-都市商工階故の勢力拡張
ところでー上述のアダム ･スミスの<政治一経済モデル>ほ､<経済>領域からのく政治
>の撤退 (｢都市の自由化｣ ｢農奴の解放｣)が ｢経済の発展｣と ｢政治の弱化｣をとも
にもたらすことを結論づけたが､他方､公共選択学派の ｢政治の失敗｣ ｢政府の失敗｣モ
デルは､ ｢政治の肥大化｣- ｢経済政策の失敗｣であることを述べる｡したがって､この















































































































































第 4 章 社 会 統 計 学 の 中 の
｢構 成 説 ｣ と ｢反 映 論 ｣
一一構成説と唯物論との両立可能性について一A
日本の ｢社会統計学｣内部での ｢統計利用｣への消極的姿勢が今なお強く存在するが､


















1)山田満 ｢『資本論』から《統計学批判》へ [覚え書]｣ 『千里山経済学』第15号､



































































































おける ｢理論｣と ｢実証｣の関係の探求につながり(特に分析に役立つ ｢理論｣の前提的
意義の認識につながり)､つまり｢社会科学方法論｣自体の研究となっていたのである｡







｢戦前における蟻川博士の業績｣の ｢劃期的な意義｣は ｢統計的集団概念に 『存在たる集
団』と 『意識的に構成された集団』とがあることを明らかにし､この区別の上に立った統















｢客観的存在 ｢抽象的 ･理論的に ｢具体的 ･数量的に
たる大量｣ - 捉えられた大量｣ - 捉え得る大量｣ - 統計
(大量の四要素) (大量観察の四要素)
大橋理論 :
｢社会的 ･集団 - ｢理論的規定 - ｢具体的 ･技術的規定 一→ 統計
現蒙的 ･過程｣ としての社会集団｣ としての社会集団｣
そして､野沢はこの大橋による修正を ｢統計へ反映される対象を､社会集団のより具体
的な､構成要素間の構造 ･連関と歴史的変化 ･発展をふくむ現象 ･過程としてとらえるこ
とは､蟻川理論からの重要な前進である｣｢対象のこのような規定によって､経済学の具
体的な把握にもとづいた統計方法の適用が可能になる｣ 21)と高く評価している｡つまり､
この大橋による発展は､とりあえずは蟻川の ｢大量｣を ｢構成要素間の構造 ･連関と歴史












ものといえるであろう｡ ｣ 23) と｡
つまり､最終的に ｢統計｣が仕上げられる対象は､既にその認識の初期の段階 (すなわ
ち ｢大量の四要素｣の段階)において ｢方法｣によっても規定されていることが説かれて
































































































































































データのもつ客観性の媒介としての機能一実証的役割｣の ｢軽視｣ 33) にまで至るほどに
統計作成過程の様々な社会的制約による統計それ自体の信頼性 ･正確性の制約の問題をと
りあげ､他方内海は､ ｢実在の反映という認識の唯物論的側面｣ 34) を強調する当時の反
映論的唯物論の立場を主張した｡要するにわれわれの前項における認識論上の対抗軸で整
理するならば､大屋-構成説 対 内海-唯物論といった対抗が存在したのである｡こう













































































第IV-1表 ｢理論｣と ｢方法｣に対する ｢構成説｣と素朴 ｢反映論Jの位相
理論 方法








ス主義｣に基礎を置くサイドの統計的認識論が ｢構成説｣と (内海琉 ｢唯物論｣の立場に
立つ) ｢反映論｣とに分裂をしていったという事情そのものが､したがって､その両者は
本来両立不可能なものなのか､という疑問が､ここに来て問題とされざるを得ないのであ





















































































動する;･･･]｣から､ ｢一つの反対例を反証と評価することができない｣ 42) ことに
なろう｡こうして､結局 ｢反証｣の真理確定能力への過大な信頼はできないことになる｡
総じて､ ｢総合的言明｣それ自身の ｢現実｣との対応関係はたやすく判断 ･確定できない､
という (構成説的)結論が導かれる｡


























理的行動様式の ｢仮定｣ (｢合理的経済人の仮定｣)の下で､定式化されたモデルの ｢含
意｣ (｢結論｣)として､スタグフレーションの発生が導き出されたとする｡ここでの問






























拷 (｢価値自由｣論)を導く｡そして､これがより狭義の ｢認識サイクル論｣の中で ｢自
由な仮説設定｣の主張という形でフリードマンやマハループ､そしてプラグマチストらの
｢仮説主義｣に発展するのである｡57)












先験的理論 (概念)2 先験的理論 (概念)1
すなわち､認識1､2は､それぞれ､先験的理論 (概念)1､2の影響を受け､ ｢現実｣
それ自体とは異ったところに (異なったものとして)｢認識｣される｡これが､ ｢先験的
理論 (概念)｣による認識の構成的作用である｡ところが､問題は､その ｢認識1｣ ｢認
識2｣がそれぞれ､ ｢先験的理論 (概念)1｣ ｢先験的理論 (概念)2｣を多少は真の
｢現実｣寄りに修正される､と考えうることである｡図においてほ､こうした関係は ｢現













･-認言割ま既にもともと頭の中に 『存在』する｣という立場ではなく､ ｢理論｣への ｢現実｣
のもっと間接的な影響の仕方を考える立場である.そして､この ｢先敬的理論 (概念)｣









































内海 ｢反映論｣ : 仁ヨ ー 対象














































































































37)K.R.Popper,LogikderForschung,2.AufL 1966(大内義一 ･森博訳 『科学的発
見の論理 (上)(下)』恒星社厚生閣､1971年､1972年)､一一一,ConjectiA





































































田詔夫 ･小河原試訳 『開かれた社会とその敵 (上) (下)』未来社､1973年､19
74年)､一一-,LogikderForschung,2･AufL,Tbingen1966(大内義一 -森博























































ところで､以上に述べた ｢客観｣の ｢主観｣性- ｢主観｣の ｢客観｣性という｢主観｣
と ｢客観｣の相互浸透の問題は､より根源的には認識における ｢個別｣と ｢普遍｣の相互
浸透-同一の問題でもある｡すなわち､一方では､構成説が強調する認識の ｢個別性｣-
｢主観｣性と唯物論が本来的に主張する認識の ｢普遍｣性- ｢客観｣性との相互浸透の問































々作り変えられつつあること､したがって､ ｢主体｣が ｢対象｣から独立でない ((1)
の論点)のと同様に､｢対象｣もまた ｢主体｣から独立でないことになり､それゆえに
｢主観｣と ｢客観｣との同一化が保障される､という<実践>の論理である｡




の過程を通じた ｢意欲｣と ｢未来｣との同一化として定式化するならば､ ｢現実｣に触発





の過程における ｢理論｣ (｢仮説｣)の ｢予測｣ (｢含意｣)への同一化も､その ｢理論｣
(｢仮説｣)が現実反映的な場合にのみ限られるからt両者における ｢実践｣の役割は基
本的に同じである｡この ｢狭義の認識活動｣における ｢実践｣- ｢対象｣への働きかけが
より狭義には ｢実数 ｣や ｢仮説-演鐸｣の思考実験等をも含む能動的行動としての ｢認識｣
-｢対象の獲得｣ 741であることはいうまでもない｡










る｣こと-｢認識｣とは､単なる ｢観照｣や ｢観想｣ではなく､ ｢実践｣の問題であり､
またその ｢思考の真理性--を証明｣するものもまた ｢実践｣であることが示されている｡




役割｣の中で､その知能の発達の ｢最も本質的な推進力｣ 76) として説明したものが ｢労
働｣である｡実際､彼が述べるように人間の ｢労働｣が ｢あらかじめわかっている特定の
-176-









において ｢普遍｣を獲得できる根拠がある｡そして､ ｢精神労働｣と ｢肉体労働｣とに分
割されない本源的な ｢労働｣という概念の中にこそ､実は ｢計画｣の主体と狭義の ｢労激 ｣
(肉体労働)の主体との同一が含まれており､この前提があってはじめて ｢予想｣と｢結
果｣とのズレや一致性が認識の発展を導く｡ 79) まさにここにおいて､ ｢個別｣の ｢労働｣
､ ｢個別｣の ｢認識｣の一般性､全体性､したがって ｢普遍｣性が保障されているO 80)
以上の意味において､認識の ｢-一般性 (普遍性一引用者)の実在性は､諸個人の現実的
･主体的運動にその提拠をもっているのであって､｣ 8日 認識の ｢一般性は1個人に実在
し､総個人に妥当し､総個人が形成する1個の社会全体に妥当する｡ ｣ 82) そして､ここ
でのポイントは､ ｢受動｣- ｢能動｣の関係において ｢能動｣一一｢実践｣-｢労働｣が基
軸になっていることと､ ｢個｣と｢普遍｣の関係において ｢個｣が基本になっていること
にある｡したがって､(1)の主体の対象内存在性の論点が ｢個｣を基盤としていたのに
対応して､この (2)の ｢実践｣の認識上の役割の論点においても､ ｢個｣がより基本的
なものとして位置づけられる｡ 83)

































































80)この意味において､ ｢主観｣と ｢客観｣との同一化､ ｢個別｣と ｢普遍｣との統一

















































二の十分条件として認めることはできないだろう｡ ｣ 10) そして､筆者はこの困難の解決
は次のようなものでなければならないと考えるOすなわち､ウェーバーも歴史の発展は人




































の ｢辺｣であるところの方法論 (認識論)と社会理論 (経済学)との密接な関係14) をア
ダム ･スミスにおいて検討する｡そして､次いでそれをベースにしながら､ ｢科学｣とい
うものの考え方自体が歴史的必然であるところの個人主義的人格 ･価値観によって促進さ









































































アダム ･スミスの認識論- ｢科学｣観はその初期著作 ｢哲学研究を指導する諸原理､天










































したがって ｢分類｣することをも､ ｢結合｣と同様に扱っているから､総じて､ ｢学｣-






















































に認識できず､その間に ｢間隙 (gap)､または隔たりに似たあるもの｣ 川 を感じた際
には､ ｢精神はおのずからためらい､T度断崖の上にたたずむようなものであって､なん
とかしてこの間隙を埋めることのできるものを兄いだそうとする｡それは梧のようなもの














































































利昭 ｢アダム ･スミスにおける方法の問題｣神戸商大 『商大論集』第28巻第6号､1
977年､同 ｢アダム ･スミスの認識論とイギリス経験論｣神戸商大 『商大論集』第3
0巻､第314号､1979年､同 ｢スミスの学問論とヒュ-ム哲学｣神戸商大 『商大
論集』第33巻､第1･2号､1981年､遠藤和朗 ｢アダム ･スミスの 『天文学史』






84年､酒井進 ｢『国富論』と 『天文学史』｣ 『専修経済学論集』第21巻第2号､1
987年､天羽康夫 ｢スミス 『天文学史』についての一考察｣ 『高知大学学術研究報告』
第25巻ー社会科学第7号､1976年､篠原久 ｢アダム ･スミスの 『外部感覚論』に
ついて｣関西学院大 『経済学論究』第33巻第3号ー1979年､出口勇歳 ｢アダム ･
スミスの 『哲学論文集』について｣ 『経済論叢』第108巻第3･4号､1971年､
鈴木信雄 ｢アダム ･スミスの感情論-- 『哲学論文集』研究 (Ⅰ)一一｣『東京経大学
会誌』第112巻､1979年､同 ｢アダム ･スミスの字間芸術論一一 『哲学論文集』






























































39)P.K.Feyerabend,旦幽 Hethod.1975(村上陽一郎 ･渡辺博訳 『方法への挑戦』








































地 1971 (佐藤隆三 ･長谷川啓之訳 『実証的経済学の方法と展開』富士書房､















けいれさせる証明ないし立証のあるような命題を意味表示J 45) するにすぎない T蓋然知
(Probability)｣論である｡そして､この点がヒュI-ムへとつながる懐疑論となってい
くが､こうしたロック的懐疑論は ｢人間の知性作用への根本的ダウトを意味する｣ 46)




｢fluous)である｣ 48) という区別を行い､その上で ｢本質｣ (あるいは ｢有効原因 (th
eefficaciouscauses)｣)と ｢余分｣ (あるいは ｢偶然的事情 (theaccidentalcircu
















































































































































そのどの ｢線｣- ｢法則｣が ｢合理的｣であるともいちがいに言えないということが､こ
こでの重要なポイントである｡
たとえば､図の横軸Xを時間軸にとり､縦軸をGNPにとった場合､直線①で表現され








理論① :y-alX 十 bl
理論② :y-aZ冗+b2 (Ⅹ≦1975の時)
y-a,x十 b, (Ⅹ>1975の時) 60)





y-昔Lx 2 十 b 4x十C













































ければ､その ｢理論｣は却下される｡ ｢理論｣の選択とは以上のように ｢目的｣やそれを
規定づける ｢価値｣によってなされるのである｡
B.｢理論｣選択への価値の関与



















































































こうした ｢探究｣と ｢発見｣の過程は ｢現実一理論-検証｣ないし｢事実一観測-推測
一検証一結論｣として一般化される仮説演鐸法的-実験的方法であり､筆者が前章で主張
した唯物論的仮説主義の方法であるとともに､アダム･スミスが ｢天文学史｣の第4節











































とし､後者はX- (Xl,x 2 )の部分行列に分割可能であるとすると､Xlのみを説
-203-


































































































































6)関恒義 ｢現代の 『近代経済学』の批判をめぐる諸聞達 ｣ 『経済』1975年11月､
山口正之 ｢現代における経済学批判の方法と課題- 『講座 現代経済学批判』が提起
するもの-｣『経済』1976年3月｡










の問題｣ 『科学と思想』第28号､1978年､同 r近代経済学｣ 『経済学辞典』大月
書店､1979年､同 ｢経済民主主義と近代経済学｣｣ 『経済学辞典』大月書店､19




























15)今野武雄 ｢F.エンゲルス 『自然の弁証法』｣ 『経済』1976年9月､井尻正二
｢量質転化のカテゴリーに関する二､三の懐疑｣ 『経済』､1985年9月､山本悟 .
田辺晃生 『科学と認識構造』昭和堂､1984年｡






















































これに比べれば､ ｢量も質も反映する｣とする開恒義の主張29) ､ ｢質的無関与｣規定
の撤回にまでいたる井尻の主張は明快である｡井尻は ｢質的無関与なのは量ではなく数で
ある｣ 30) と述べている｡













る｡ 35) 開恒義のこの立場 (近､芳賀もこの二分法に近いと考えられる36)) は､山田耕
之介によって批判されたが､その逆の井尻の立場に立つとしても､単純にすぎるとの批判
をうけることになろう｡













































遠山49)) ､ ｢数学的実在｣(ゲ-デル)50) としてその逆の立場から主張されてきてお






















しかし､小川雅弘は､岩崎允胤 ･宮原将平の 『現代自然科学と唯物弁証法』 (大月書店､
1972年)から次の引用をおこない､関数によって因果関係も部分的に表現できるとし
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なお､ ｢偶然の中に必然をみる数字的手法｣として確率論をみるという見解 (遠山62) )





1979年､同 ｢現代の 『近代経済学』の批判をめぐる諸問題｣ 『経済』1975年1
1月､野沢正徳 ｢民主的改革をめぐる諸問題｣ 『対案』(AES研究会連合)第1号､
1984年､同 ｢日本における経済民主主義論の展開｣ 『経済科学通信』第55号､1
988年､同 ｢経済統計をどう使うか-統計的法則-｣高木秀玄 ･大屋祐雪 ･野村良樹
病 『経済統計学講義』有斐閣､1984年､同 ｢現代の階級対抗､国家と民主的改革｣















ではないだろうか｡｣ (木下滋､ ｢実証的経済分析と産業連関表｣ 『法政大学日本統計
研究所研究所報』第7号､1982年､39ぺ-ジ)







































































































































































































象的な反映でありうる｡｣(野沢正徳 ｢経済統計をどう使うか (3ト -ー統計的法則｣
高木秀玄 ･大屋祐雪 ･野村艮樹編 『経済統計学講義』有斐閣､1984年､93ページ)




































































































































































弟等 7 葦 ｢供 轟告 モ デ )レ ｣ - ｢不 均 衡 モ デ )レ ｣





























































































4) ｢(バロー ･グロスマンの)『数量調整モデル』は､ 『観念的』な需給の観点からは
『不均衡理論』であるが､ 『有効的』な需給の観点からは､やはり一種の 『均衡理論』
-231-



































































習-Ll(Y)･L2 (r) Ll.>0,L2 ,<0
だから､貨幣の超過供給をUとおくと.

















U-翠-Ll(Y上 し 2 (r) Ll.>0,L2 r<0 (ll)
r-r-1-g(U) g′<0 (12)


















｡U -(芋 ㌃ 十㌔ 二旦')










D-D 冨`･r' 竃 <o･ 雷 <O
にすべきとの見解もありえよう｡しかし､① ｢統計的研究はー利子の投資に対する影響
が無視しうるほど小さいことを示した｣ (L.mein. "TheKeynesianRevolution
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卜 去 f ′ (Y. -Dl,)
(鞍 十島Ll ,Y･)f.D2 .









P Wラ 7t ∫ S Y D ~ r Ll L2 U
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W 十 十 - - - - - ? - ? ?
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告ア (昔乱 =C｡nst)-J :雪 Dl
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第 8 章 計 量 素量済 モ デ )レ 8こ お 古す る
















































企 業 A 企 業 B 企 業 C














C､d､a十b十 C､a十 b十 C十 dは ｢正常供給能力｣あるいは ｢正常稼働点｣ (限界
費用がHormalを価桔水準と均衡するような供給水準)と捉えることが可能である｡そして､
たとえば価棺がP′やP"へと上下するにしたがって､産業全体の供給量は国中のa′ 十
b′+C′やa〝 十b′'十 C〝 (3企業の場合)あるいはa′十 b′十 C′十 d′やa′






























第Ⅶ-2図において価桔水準がPl からP2 に上昇した時に限界費用曲線がMCl ､から
MC3 にしかシフトしなかったとすれば､企業が極大利潤を得るために設定する供給量は
X∃となるが､この時､企業の得る総利潤が増大するという点に注目しなければならない.
すなわち､第Ⅶ-2図に対応して描いた第Ⅶ-3図の中の曲線 7t1 - 7t2 は (P.､MC




























































































































It -βⅠ い 1 - (1-A)(I t ●-βItー1 )
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ここで､添字のt､t-1はその変数の時期を示し､人は It が It ●に調整される速度
を表わすパラメーター14) ､βは前期の投資水準が今期の投資に与える影響の度合いを表
わすパラメーターである｡この式のⅠ●に､先の方程式を代入し変形すれば､














































































｢支払条件｣を決定する四要素とした ｢労働装備率 (K/N)｣､ ｢設備効率 (0/K)｣




































































































































































































変 数 の 記 号
( )内は,変数の単位,資料の出所O資料の出所で ARNAは国民急済計





















































第 9 章 賃 金 ｣ニ昇 一 間 接 税



























































単位 二 三 三1 75 76 77 78 79
○F.ヽ 10位円 紺 蒙引 -353.312~35_67210 -909.38 5175_81,4971二…深 雪‡-795.72,068-3,1ユ3.82794412664040
国 民 wL^ 生 産(実質値)
〟/,＼柘 . 需 要(実質値) 10 〝 基 局 喜 -69.91335467 -4233751421,916971-1,289.5544-81325 -2,135_4191.2ユ5837948
消 費 支 出(実質値) 10 〝 吊 9妻I等 465.413187566 84476087939761 1,260.41323037585 1,709.15263850822680
住 宅 投 資 支 出(実質値) 10 〝 ⅠⅡⅢⅣ 47.8.`17~521_ 102.791515481 162.84759038 217.1194741905 262.33353464817
設 備 投 資 支 出(実質値) 10 // ⅠⅡⅢⅣ -184.1607576~ 5 -587.32054996202 -1,374.7233.158542ユ -2,766.848051931233-4ー148.23,711_337581934
政府固定野木形成(突質偉) 10 // -37.02820,339 -80.4711355442 -145.4299-67 -222.3001-616762
生 産 能 力(実質値) 10 // 汗 ≡3;宣 -109.9-9625,625 -421.33721694102-i,106.8-98715036 -2,393.9140191_00
結 尾 用 千人 轟 口 重 -18.568-21 -51.5456ー8- 7 -109.2-9617- 9 -190.769_872-16
稼 働 率 潔 招 壬o;… -0.164084 -0.3027ll83 -0.5448101,33 -0.43360172










































第Ⅸ-2表 賃金 ･物価スパイラルの状況- 1
第TX-3表 賃金 ･物価スパイラルの状況-2
第Ⅸ-2図




















































































































単位 年軍 供給曲線のシフト効果 需要曲線の-シフト効果 合 計
国 民 総 生 産(実質債) 10危円〝､/′千人%信万 75 -14.9_ -18.4 -33.3
76 -17.3 -35.7 -53.0
77 -21.2 -53.1 -74.3
消 費 支 出(実質債) 75 -1.5_ -2.6 -4.176 -2.6 -6.7 -9.377 -3.5 -12.4 -15.9
住 宅 投 資 支 出(実質債) 75 -0.7 -0.6 -1.377 -i.2 -2.3 -3.5
設 備 投 資 支 出(実質債) 75 -1.5 -18.4 -19.976 -3.2 -34.1 -37.377 -5.7 -_50.8 -56.5
生 産 能 力(実質債) 75 -0.0 -0.3 -0,3■76 -0.7 -10.1- -10.877 -2.1 -26.7 -28.8
総 雇 用緩 働 率 75 -0.0 -0.3 -0.3
76 -0.0 -0.9 -0.9
77 -0.1 -1.5 -1.6
75 -0.01 -0.01 -0.02
6 -0.1 -0.2 -0.
77 -0.01 -0.02 -0.03
総 利 潤(名目値) 75 -6.8 -10.1 -16.976 -7.0 -19.6 -26.677 -7.5 -29,4 -36.9
詫計可処分 所得(実質債) 75 -6.0 -9.9 -15.976 -6.4 -19.9 -26.377 - 7.1 -33.1 -40.2
-一人当り年間賃金(実質債) 75 -0.01 -0.02 -0.036 0.01 0.0 0.0577 -0.01 -0.06 -0.07
GNPデフレーター 75暦年=100.0 75 0.00 -0.0() 0.00~76 0,01 -0.00 0,01































































































消 輿 支 出
(突質債)
住 宅 投 資 支 出
(実質債)
設 備 投 資 支 出
(実質値)
総 雇 用




家 計 可処分 所 得
(名目値)
GNPデフレーター
供給曲 線のシフ Jトランスファ ー IA.,.hcL.?,爪州Fnl実質
品晶ソスファ 弓 鋸 旺 昇の効果 ほ 買触 変動
1) 数値はシミュレー ションの研一ファイナル･テストの朋｡
























































72-73年度 l 73-74年度 l 72-74年度
現 実 の 成 長 率 ㊤
供給曲線 の シフト効果
トラ ンスフ ァー効果
物 価 上 昇 の 効 果
実質賃金変動 の効果























78-79年度 79-80年度 1 78-80年度

















































































第 1 0 章 社 会 階 層 分 析 視 点 8こ よ る





















最終需要 家計外 個人消費 政府消費玉内捻固定 在庫純増 輸出産出部門 消 費 資本形成 (稲を除く)























垂 110 110 150■250 400 60010002000300040005000 1 2 3
万 一 i i i i i l l f i l I 1,a:
所 円 1`50 250400 60010002000300040005000 1 2 3 円
階得 上久 万 万 万 万 万 万 万 万 万 憶 億 標 超


















































































































































































;失業率ー JfJL'ifl捕一十 資本ストソク: UR NW : K 設備投資 :: IF I一
L< l :l豊 ㌢ lI
l l≧能力 在庫ストンク二=ニ在庫叫 総＼､/s J l





旧 = 可処欝 得
l r…一配当所得 WDW ＼ 1.･分配亡三 一一 --利潤7rF J… 消 費 デ フ レ-: PC; 住宅投資デフレ






































輔の主な脈軸践上4)鶴 持ち家 -公営の 公団 .公社 民営借家 給与住宅 計
世帯の収入階級 借家 借家
自営業主 79.4 2.1 0.8 17.3 0.4 100.0
雇用者 54.4 6.5 3.0 27.7 8.4 100.0
年間300万円未満 42.8 9.3 2.8 37.8 7.3 100.0










































(5.2 70) (2.44 7)








































企業階層 大 企 業 中小企業 ノト零細企業
年度 1967-73平均 1975-79平均 1981 1981 1981
設備投資額 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0


































Dsニ ー10935.6十0.467C十 0.092GC十 0.573GI
十 0.549(IF十 IH)十 0.477E-0.481M
(15)個人企業需要
Dia-14475.0十 0.133C十 0.016GC十 0.085GI






22,229.4 23,51う.2 6,919.4 4,647.0 57,309.0 898.515.365.0
21,205.0 30,373.1 8,995.2 6,575.7 67,149.03.783.638I.995.5
6,817.ラ 12,367.5 3,878.8 2,012.7 25,076.31,556.017,082.1






































最終需要 個人消 政府財%.サー 政府詮B]克 民間絵寓定 輸 出 輸 入
産出部門 封支出 ･ビス経常購入 資本形成 資本形成
大 企 業 0.5490 0.0919 0.4540 0.4701 0.6日5 -oニ5656
中 小 企 業 0.6588 0.1う00 0.8085 0.7755 0.6758 -0.6790
個 人 企 業 0.2772 0.0う98 0.2095 0.2287 0.1846 -0.2387
その他企業 0.2259 1.0860 0.0812 0.0788 0.10(;7 -0.1153
(注〕 2次波及までを考慮している.
第Ⅹ-5表 最終需要項目別付加価値誘発係数表 (X)
政府財貨.サー 政府捻固定 民間捻固定 在庫 輸 出 輸 入. 最 終 国 内
ビス経常購入 資本形成 資本形成 純増 需要計 生`産計
0 3,591.5 9,745.1-55.5 9.087.7-7,710.0 う1,118.ら 88,427.ら
0 7,925.7 19,215.8 118.7 8,002.0-8,568.8 69,470.5136,619.5
0 1,685.2 5,002.2 454.0 2,082.4-3,259,7 24,602.ラ 49,678.6


































? ? ? ?? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ??
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ?? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?? ? ?
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? ?? ? ?
? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ?? ? ? ー ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? っ ? ?
? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ??
? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ?? ? ? ? ? ?






百 2 -0,623 DW-1,706 (1966-79)
(24)個人企業稼働率
Yia/Kiaニ ー0.074十 1.019iD]-a/Kia十 (Dia/Kia)
(30.15)
_-I)/2



































































小企業雇用者数 :0.30 小企業稔雇用時間 :0.49









































































































変 数 不一致係数 変 数 不一致係数 変 数 不丁一致係数
y 4.56 7rFb 63.18 K. a.L32
Yb 3.08 7rF. 123.01 Kb,. 1.39
Y- 6.69 7rF. 58.34 R1. 3.05
Y;- 10.66 7rt'& 18.07 K. 2.07
邪. 12.65 WNW 4.47 Ki. 6.49
D 1.96 ty 1.99 KH 1.64
Dふ 3.71 γーも 4.59 YD 6.36
D, ラ.9(; W. 2.17､__y仇 4.49
刀. 7.26 WCb 3.44 Li,b. 10.75
DL-. 3.00 ⅣG 2.82 DEP 4.14
JF 7.う8 帆 9.38 DEPb 3.王3
IFb 3.58 W. 16.49 DER 5.80
IF; ll.85 〟 2.19 DEP. 7.60
IF. 14.08 NW 2.97 DEP.-4/PIF 6.29
IF. 13.67 NWb 0.93 YDIV ll.01
∫〃 4.52 NW. 4.00 DIVb i.96
C 6.日 NW. 19.38 DIY. 14.91

























































































































































































































































































































































































































卸売物価 ･工業製品生産者物価 ･製造部門別物価指数年報 :WPI
記 号 l 変 数 名 単 位 出 所
ACEX l家計の伴野料耕
一322-
噸 円 巨 RNA
社会階層別計量モデルの方程式体系
早 変 数 名 I単 位 l出 所?
















































































































変 数 名 l単 位f出 所
? ? ?




? ? ? ? ? ? ??
?
? ? ? ? ? ?



































































































































,軸 の値-咋 (#年)の鮭×3+.(I+1沖 (･8年)の町4
として推計した.
-325-
第 1 1 章 階 級 ･階 層 分 析 視 点 カヽら の






























変数 年度 1975 1976 1977 1978 1979 5年平均
実 質 総 生 産(10憤円) 124.8 22.2.1 251.4 213.4 198.6 202.1
実 質 大 企 業 生 産(10億円) 4.7 24.9 32.2 34.3 2.4 25.7
実 質 中 小 企 業 生 産(10倍円) 101.2 166.6 155.6 124.4 104.2 130.4
実 質 その 他企業生産(10億円) _6.4 26.0 30.1 25.9 5.8 18.8
実 質 個 人 企 薫 生 産(10憶円) a.3 26.3 54.2 34.2 29.3 26.5
実 質 家 計 消 費 支 出(10億円) 52.9 117.4 1う5｣7 127.2 114.1 109.5
実 質 家 計 住 宅 建 設(10倍円) 7.9 18.9 19.9 18.2 15.7 16.1
実 質 大 企 業設備投資(10は円) 1.7 6.1 8.7 lO.1 13.7 8.1
実質中小企業設備投資(10f.円) 23.0 ,35.0 39.2 39.4 52.1 37_7
実質その他企業設備投資(10倍円) 5.2 8.0 14.2 16.9 19.9 12.8
実質個人企業設備投資(lo低°) 5.5 12.9 17.6 18.9 24.7 15.9
賃金所得者可処分所得(10塘円) 69.5 163.3 219.2 250.0 272.6 194_9
非拝金所得者可処分所得(10億円) 30.0 84.6 130.4 157.8 184.5 117.4
雇 用 者 所 得(10倍円) 77.2 179.9 2Llo.5 272.3 315,1 217.0-
大 企 業 利 潤(税引前)(10憶円) 7.1 35.3 臼.ラ 65.7 69.7 46.2
中小企業 利潤(税引前)(10倍円) 50.5 101.7 115.3 126.2 110.7 100.9
その他企業利潤(税引前)(10は円) 7.4 29.i 41.4 46.0 46.9 34.2
個 人 企 業 営 業 余 剰(10憶円) 16,2 59.2 35.0 115.2 119.0 68.5
大 企 業 名 目 賃 金 率(万円) 0.06 0.25 0ー45 0.60 0.73 0.Li2
中小 企 業 名 目賃金率(万円) 0.13 0.51 0.45 0.46 0.54 0.う8
その他企業名目賃金率(万円) 0.04 0.06 -0.14 -0.77 -1.79 -0.52
個 人 企 業 名 目賃金率(万円) 0.07 0.24 0.40 0.47 0.52 0.34
実 質 賃 金 率(万円) 0.05 0.10 0.ll 0.05 0.02 0.07
就 業 者(千人) 18.7 34.3 57.6 36.7 35.5 32.5
大 企 業 雇 用 者(千人) 0.2 1.1 2.5 ち.9 5.1 2.6
中 小 企 業 屈 用 者(千人) =17.9 29.5 27.5 22.0 .18.4 23.1





変数 年度 1975 1976 1977 1978 1979 5年平均
実 質 捻 生 産(10位円) 1.9 5.ら 5.7 2.5 12.8 5.6
実 質 大 企 糞 生 産(10倍円) -0.6 -2.9 -2.5 -2.7 -2.6 -2.3
･実 質 中 小 企 業 生 産(10位円) 2.0 3.5 2.8 0.2 8.5 5.4
実 質 そ の 他企業生産(lo低°) 0.5 1.1 1.8 1.7 1.3 1.3
莫 質 個 人 企 菓 生 産(10億円) 1.4 3.1 0.7 3.1 3.5 2.4
襲 質 家 計 消 費 支 出(10佳円) 1.2 3.3 ラ.3 1.4 9.1 i.7
･実 質 家 計 住 宅 建 設(10任円) 0.3 0.5 0.6 -0.1 1.9 0.6
･実 質 大 企 業 設備 投資(10倍円) -0.2 -0.4 -0.4 -0.4 -1.0 -0.5
咲質中小企業設備投資(10億円) -0.2 0.8 0.2 -0.`4 5.i 1.1
-実質その他企業設備投資(10倍円) C.2 0.5 0.4 0.2 0.0 0.3
実 質個人企業設備投資(10億円) 0.2 1.1 0.9 0.6 ラ.7 1.3
貨.金所.得者可処分所得(ユ0ほ円) 1.8 3:1 3-.5 1.6 7.1 ラ.4
非賃金所得者可処分所得(10位円) 0.8 4.3 3.8 2.3 13.5 4.9
雇 用 者 所 得(10倍円) 1.1 3.6 ラ.7 1.9 9.0 3.9
大 企 業 利 潤(税引前)(10億円) -0.3 -2.1 -1.7 -2.1 4.4 -0.4
中小企業 利潤(税引前)(1帽 円) 1.6 1.3 0.1 -2.ラ 14.2 ラ.0
その他企業利潤(税引前)(10膿円) -0.3 0.5 -0.1 -0.6 7.1 1_.3
個 人 企 業 営 業 余 剰(10塘円) I.6 3.3 3.2 1.7 10.2 4.0
大 企 業 名 目 賃 金 率(万円) ･0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
中小 企 業 名 目賃金率(万円) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他企業名目賃金率(方円) 0,0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
個 人 企 業 名 目賃金率(万円) ●0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
美 質 賃 金 率(万円) 0.0 0.0 0.0 q.0 0.0 0.0
就 業 者(千人) 0.4 0.6 0.4 -0.1 I.4 0.5
大 企 業 雇 用 者(千人) -0.0 _0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1
中 小 企 莫 雇 用 者(千人) 0.4 0.6 0.5 0.0 1.5 0.6




















捻 生 産 増
大企業投資減
中小企業投資増

























































変数 年度 1975 1976 1977 1978 1979 5年平均
実 質 総 生 産(10倍剛 200.7 486.5 521.4 433.4 381.0 404.6
美 質 大 企■業 生 産(10億円) 5.1 35.8 56.7 37.2 51.7 41.3
実 質 中 小 企 業 生 産(10億円) 13う.う 308.9 ョoo.5 21`壬.o 129.8 217.3
実 質 そ の他企業生産(10億円) 14,.0 76.0 91.2 76.4 23.8 56.2
美 質 個 人 企 業 生 産(1帽 円) 1(;.夕 64.6 78.5 73.8 62.0 59.2
実 質 家 計 消 費 支 出(10憶円) 359.8 524.9 54(;.5 510.4 473.4 483.0
実 質 家 計 住 宅 建 設(10倍円)-92.6 -19.i -32.ラ 一門.7 -39.4 -45.4
実 質 大 企 業 設備投 資(10は円) 4.5 8.夕 15.7 20.7 30.9 10.3
実 質中小企業設備投資(10倍円) 38.6 64.1 72.9 81.4 115.0 74.4
実質その他企業設備投資(10位円) 14.8 13.9 23.6 32.1 32.8 23p4
実 質個人企業設備投資(10倍円) 19.0 28.3 35.8 4う.3 59.1 37.I
賃 金所得者可処分所得(10倍円)i,150.01,329.91,446.71,490.81,468.41,う78.2
非賃金所得者可処分所得(10倍円)一門0.2-859.0-777.5-712.1-652.4-786.2
雇 用 者 所 得(10臆円) 185.2 376.7 500.7 567.6 665.2 459.1
大 企 業 利 潤(税引前)(10億円) 9.6 51.2 101.0 126.6 135.6 84.8
中小企 業 利潤(税引前)(10位円) 45.7 174.9 228.9 234.0 160.ラ 168.8
その他企業利潤(税引前)(10櫨円) 刀,ラ 121.0 169.4 199.ラ 242.6 157.1
個 人 企 業 営 業 余 剰(10億円) 39.1 21.7 194.5 228.0 24う.1 145.3
大 企 業 名 目 賃 金 率(万円) 0.29 0.51 0.87 1.15 1.37 o_8Li
中 小 企 業 名 目耳金率.(万円) 0.36 0_62 0.82 0.91 0.99 0.74
その他企業名 目賃金率(万円) 0.27 0.38 -0.05 -1.57 -4.27 -1.05
個 人 企 業 名 目賃金率く万円) 0.24 0.60 0.90 1.03 1.08 0.77
実 質 賃 金 率く万円) -0.01 _0.25 0.24 0.14 0.16 0.16
栽 葉 者(千人) 25.3 63.5 74.9 70.5 59.2 54.2
大 企 業 .雇 用 者(千人) 0.ラ 1.9 4.6 7.6 10.'1 4.9
中 小 企 業 雇 用 者(千人) 23.6 5`i.7 53.1 37.8 23.0 38.4






































変数 年度 1975 i 1976 1977 1978 1979 5年平均
実 質 総 生 産(10億円) 39.2 111.3 109.ら 105,6 100.7 92.8
実 質 大 企 薬 生 .産(10憶円) 1.6 8.6 1う.2 lL9 14,8 10.6
実 質 中 小 企 業 生 産(10憶円) 32∴l 63.3 68.7 36.7 44.6 H.I
実 質 そ の 他 企 業生産(lo低°) 2.2 9.6 13.8 14.1 9.9 9.9
･実 質 個 人 企 糞 生 産(10憶円) 2.8ー 9.5 1.1.4 13.3 1う.? ll.2
実 質 家 計 消 ‡=!支 出(iOL,C円) 17.0 47,0 63/4 65.7 38.3 50.3
実 質 家 計 住 宅 建 設(10塘円) 2.6 6.9 8.8 8.1 6.9 6.7
実 質 大 企 業 設仰 投溌(iO膿門)-204_1-190.3 -197ー4-19ナ∴0--i()掘.8--19さ.9
実質中小企業設備投賛(10倍円)242.8 2.3う.9 2う2.5 239一旦 2卵.9 238"4
実質その他企業設備投資(lO憶円) 1.7 10.6 14.1 13.7 13.8 ll.6
実質個人企業設備摸溌(lO憶円) 1.4 4.6 6.6 7.8 9.4 6.0
ii-金所得者可処分所得(10漣円) 22.7 63.9 95.5 105.1 108.0 79.4
非1号金所得者可処分所得(lot.告円) 9.7 30.7 46.9 3Li/8 61.ラ 40.7
確 用 着 所 得(10偲円) 24.7 73.0 104.4 117.1 122○2 88.3
大 企 業 利 irtl(税引前)(lO掛り) 2.7 う1.1 5う.3 68.1 7743 Li6.5
中小 企業 利潤(税引前)(10胤rJ) 17.2 -0.3 -2′暮.1 -65.1 -94.0 -3383
その他企業利潤(税引前)(10L,erLド= 2.1 10.0 15.5 18.ラ 18.4 12.9
個 人 企 業 営 業 余 剰(10倍門) う可9 21.0 うう.8 う7.4 31:8 26.0
大 企 業 名 El賃 金 率(L)潤 ) 0.02 -0.10 -0.46 --1.22 -2;49 -0.85
中小 企 業 名 目i:T全軍(77円) 0.04 0.ll 0.16 0.16 0.16 0.15
その他企業名 目1-;耳金率 (-)1-円) 0.0 0.01 0.05 0.15 0.30 0.14
個 人 企 業 名 目‡1-金呼(万円) 0.02 0.09 0.1(; 0.18 0.20 0.13
実 質 代 金 牢(耶】) 0.01 0,02 0.01 -0.03 -0.08 -0.02
就 業 者(千人) 6.2 17.4 27.1 H.0 43.8 26.0
大 企 業 屈 川 部(千人) 0.1 5.0 1う.2 23.9 35,9 15.6
中 小 .企 業 屈 用 者(F人) 5.7 10.2 12.1 10.0 7.9 9.2
















苦,fi^誤 認上 組 去こ ㌫ 産増- - ･雇用増｣ 稔消費増- ｣
となる｡
第ⅩⅠ-5表 1000億円増税の実質総生産への影響 (単位 :10億円)
年度'金の種類 1975 1976 1977 1978 1979 5年平均
個人企業申告所得税 -124. - 327. -355. - 384. -213. - 281.
賃金所得課税 - 94.2- 197. -201. - 163. -143. - 160.
非賃金所得課税 - 74.1- 148. -149.2- 120. -105.2- 119,5













































発注先公共工事の内寄 個人企業 中小法人 大法人 直営 計
治 山 治 水 2.ラ 62.3 35.4 0 100.0
農 林 水 産 2.7 77.6 19.7 0 100.0
退 路 1.6 54.4 ■ 44.0. 0 100.0
書巻湾 .空港 0.8 31.タ 65.3 2,0 100.0
下水道 .公園 0.8. 粥,5 63.7 0 100.0
教育 .病院 0.5 57.2 42.3 0 100.0
住宅 .宿舎 0.5 53.6 45.9 0 100.0
庁舎 .その他 0.7 38.7 60.6 0 100.0
災害復旧 4.0 87.9 8.1 0 100.0
土地造成 0.8 49.0_ 50.2 0 100.0
鉄道軌道 0.4 13.6 86.0 0 100.0
電信電話 .郵便 0.1 8.3 . 85.8 5.8 100.0
電気 .ガス 0.4 44.9 54.7 0 100.0
上 .工業用水道 0.8 43.1 56.1 0 100.0
維 持 補 帽 1.4 65.0 32.6 1.0 100.0
第ⅩⅠ-7表 公共工業の発注主体別,中小企業 ･
大企業発注比率 (単位 :%)
発注先発注主任 個人企業 中小法人 大法人 直営 汁
国 0.5 那.9 63.0 0.6 100.0
公 田 0.2 16.0 83.8 0 100.0
事 英 田 0.ち 27.1 82.6 0100.0
政府企業 0.4 18.5 77.7 3.4 100.0
都道府県 2.1 70.7 27.2 0 100.0
市区町村 1.7 63.0 う5.3 0 100.0
地方公普企業 0.7 57.4 61.9. b 100.0
そ の 他 0.9 41.7 57.4 0 loo.0


















変数 年度 1975 1976 1977 1978 1979 5年平均
実 質 総 生 産(王0億円)1,839.02,17う.81,606.4 712.4 148.41,296.0
実 質 大 企 業 生 産(10は円)-159.1-702.3-673.6-720.2-792.1-609.5
実 質 中 小 企 業 生 産(10億円)1,760.ラ1,637.61,82l.41,2う4.7 873.81,4(;5.0
実 質 そ の 他企業生産(1帽円) 44.1 う24.6 240.0 188.7 109.4 181.4
実 質 個 人 企 業 生 息(10倍円) 61.-7 213.4 220｣8 138.8 40.7 135.1
実 質 家 計 消 費 支 出(ユ0倍円) 78r.5 i,244.21,007.0 538.5 40.4 722.5
実 質 家 計 住 宅 建 設HO低円) loョ.0 185.a 1ま9.2 Li臥i -12.4 88.7
実 質 大 企 業 設備 投 資(10即j) -8.2 T81.9 I-60.7 -68十う 一一81.9 -J60.2
実 質中小企業設備投資(10低円) 410.4 Lido,4 370.9 245,6 158.0.525.且
実質その他企業設備投資(10は円) 48.0 89.0 1'L8.5 102.ラ 75. 86.2
実質個人企業設備投資(10倍円) 61.1 93.4 82.1 47.4 -19十8 52.8
賃金所得者可処分所得(10倍円) 668.3 64,9 1う9.0 181.4 17Li.9 245!?
非賃金所得者可処分所得(10倍円) 582.5 718.0 717.3 435.4 ･ま34.5 482.ち
雇 用 者 所 得(10倍円)i,210.91,833.21,528.2 846.5 ま09.71,105G7
大 企 業 利 潤(税引前)(10tE-円) -8う.4-397.3-260.6.-276.7-355.ラ-二74.7
中小 企 業 利潤(税引前)(10臆円) 760.4 1.175.7 799.0 37(;｡7 日9.7 Sol.9
その他企業利潤(税引前)(ヱ0倍円) 76.8 192.0 177.6 lip.7 15.8 116.0
個 人 企 業 営 業 余 剰(10憶円) 123.6 421.8 4う2.7 265.6 チ.9 250.7
大 企 業 名 目 賃 金 率(万円) -0.48 -3.92 -5.38 I-6.49 -8.42 -4.94
その他 企業名 目寓 金串(万円) 0.40 0.70 0.70 2.59 10.26 2.93
個 人 企 業 名 目賃金率(万円) 0.63 1.93 2.36 1.81 0.91 1.53
実 質 賃 金 率(万円) 0.66 0.87 0.72 0.27 -0.45 0.41
就 業 者(千人) う1う,8 4Lio.6 325.9 17王.0 77.0 265.7
大 企 業 屈 用 者(千人)､ -2.7 -15.5 -12.5 -29.4 -38.8 -19.8
中 小 企 業 雇 用_者(千人) ラll.5 4日.ラ 322.ら 200.8 り4.6 284.9
そ の 他 企 業 雇 用 者(千人) 10.3 粥.ち 51.8 1.6 -34.4 8.5
〔注〕 蓑の数値は,大企業から中′J､企業に政府支出を1兆円発注宏準した場合の値から77
イナル･テストの解(標準解)を引いた値.

















麓 投 資 増
大企菜 賃金･雇用 減
中小企 業賃金･雇用 増





















変数 年度 1975 1976 1977 1978 1979 5年平均
実 質 総 生 産(1帽 円) 60.8 140.2 165.0 142.5 131.9 127.7
実 質 大 企 業 生 産(10佳円) 2.4 1う.4 20.3 22.4 20.6 13.4
実 質 中 小.企 業 生 産(lo低°) 49.7 97.8 102.5 99.5 52.7 80.4
支 質 そ の他 企業生産(10佳円) 3.4 14,6 19.5 18.4 5.9 12.4
矢 賀 個 人 企 業 生 産(1帽 円) -4.4 14.6 21T5 22.1 17.8 16.1
実 質 家 計 消 費 支 出(1柁 円) 26.4 66.9 8う.6 76.5 53.8 61.4
実 質 家 計 住 宅 建 設(10tg円) 4.1 10.1 12.0 10.1 6.0 8.4
実 質 大 企 業 設備投 資(1昭 円) 0.8 ラ.3 5.0 5.7 7.5 4.5
実 質中小企業設備投資(10億円) 59.1 -68.9 72.3 71.7 78.8 70.2
実質その他企琴設備投資(10は円) 2.6° 16.3 22.5 25.3 27AO 18.7
実 質個人企業設備投資(10億円) 2.2 6.8 9.9 10.9 14.4 8.8
賃 金所得者可処分所得(10倍円) う5.2 93.8 129.4 134.6 124.2 103.4
非賃金所得者可処分所得(10佳円) 15.1 47.8 7`壬.8 86.2 loo.4 64.9
雇 用 者 所 得(10債円) 38.3 103.7 142.1 148_7 148.1 116_2
大 企 業 利 潤(税引前)(1帽 円) 4.1 19.2 う0.9 34.9 26.8 23.2
中小企業 利潤(税引前)(10憶円) 26.5 51.4 55.8 44.8 2.0 う6.1
その他企業利潤(税引前)(10捜円) 3.3 15二1 26.0 30.7 32.0 21.4
個 人 企 p業 営 業 余 剰(10憶円) 9.i 32.7 33.3 30.8 47_7 53.7
大 企 業 名 目 貸 金 牢(万円) 0.03 0.13 0.25 0.34 0.38 0.23
中 小 企 業 名 目賃~金海(万円) 0.0(; 0.18 0,25 0.25 0.26 0.20
その他企業名 目賃金率(万円) 0.0 0.01 0.04 0.12 0.57 0.15
個 人 企 業 名 目賃金率(万円) 0.04 0.13 0.24 0.28 0.28 0.19
･実 質 箕 .金 串(万円) 0.02 0.05 0.08 0.07 0.06 0.05
就 業 者(千人) 9.6 20.3 22. 17.8 10.9 16.2
大 企 業 雇 用 者(千人) 0.1 0.■7 I.5 2.3 2.8 1.5
中 小 企 業 雇 用 者(千人) 8.8 17,3 18,1 14.0 9.3 13.5




























年度規制対象 1975 1976 1977 1978 4年平均
大企業 64.3 176.4 199.6 102.2 135.6
中小企業 1.3 -15.7 -43.2 -43.7 -25.3


























































階 層 視 点 Lこ よ る







































































































if_ 位 75年度 76年JB: 77年度 78年JB: 79年度 537=.Ll':i-i.)
大 生 産 75年価格10位円 -159.I -702.3 -673.6 -72().2 -792.1 -609.5設 備 投 繁 億 82 819 607 68_5 819 602
企 税 引 後 利 潤 10膿円 - 83.4 -397.3 -260.6 -276.7 -355.3 -274.7
i 労 働 Trl-1金 万円/人 - 0.48 - 3.92 - 5.38 - 6_49 - 8.42 - 4.04
雇 用 者 万 人 - 0.3 - 1,6 - 1.3 - 2.9 - 3.9 - 2.0
中 生 産 75年価格10億P] 1,760ー3 1,637.6 1.821.4 LZ34.7 873.8 1,465.0設 備 投 資 }憶円 41.4 460,4 3709 2456 138O 32 1
小企 税 引 後 利 潤 10億円 760.4 lll73.7 799.0 376.7 119.7 1.1()5.7
紫 労 働 者 ltr金 万円/人 2.26 3.95 3_69 2.52 1.73 2.83
雇 用 者 万 人 31.2 43.5 32.2 20.1 15.5 28.5
マク 国 比 総 生 産 75年価格10億円 i,839.0 2,ユ73.8 1,606.4 712.4 148.4 1.29().O
ロ指は 雇 用 者 所 持 10億円 1.210.9 i.833.2 1,528.2 846.5 109.7 1.1O5.7
(注)末の数付I-_は.75年波以徽 大企業から中小企丑に政肘支.LiJを1兆円先任転換し1=場合に予想さLLた此恥効斗t.
第ⅩⅠ-2表 大企♯叫税､中小企♯波枕の効果
邸 L_I. 75年は 7t川:J度 77年-使 7紳こIB: 79年度 5年｣Ⅰ7-p-I)
大 .l. 廠 75年価柄1(ー低EIJ 1.6 Ll.G 13.2 14.9 14.8 10.6設 備 投 溌 佃肺 0一.馴11 -2041 -1t)()3 -1974 -193(ー -19J -1959
か 税 引 後 利 im 10低 lー -997.3 一別iH.9 -946.7 -931.9 -922.7 -953.5
i ･方 働 ポ.lifrT JjPj/人 0.()2 丁 ().1O -0.46 - 1.22 - 2.49 - O.85
ji占 用 fl 万 人 0 日.5 1.3 2.4 3.6 1.6
Lil Jl:_ 1才=1. 75年価桁1()1.tlT.tTJ :iZ.i ti.'う∴う 68,7 5().7 44.6 53_1IL 伯 は 溌 格 0位lj 2428 '2.7こ3.9 232.5 '2391 239 238.4
小か 税 引 後 刷 汀Ll lO低目 1()17.2 !7tJt).6 975.9 9.'う4.9 906.∩ 966.7
Yl 労 働 符 Ht-企 万一】】/人 0.02 (Lll 0.16 い.lt1 (),16 0.13
磁 Hj Tf 万 人 0.6 I.u 1.2 1.0 0.8 0.9
~丁ク flJl亡総 ′li推 75fr-Ldl柄1O胤 JJ 39.2 1日.3 109.3 103.6 1(九).7 92.8
ロIl 鮎 川.FI.lilt.i'!i lO低Llj 24.7 7:i.O 104.4 117.1 122.2 88.3
































































































経襲｣置塩信雄 b野沢正徳編 『講座 今日の日本資本主義 第10巻､日本経済の民主
的改革と社会主義の展望』大月書店､1982年､参照.
10)『グラムシ選集1』合同出版社､1961年､124ページ｡








































































全体の ｢主観｣に対してもまた無制限に ｢支配｣できないことを意味し､それゆえ､ ｢社












































































































































としてだけ展開するのではなく､対象たる ｢社会 (経済)｣と｢主体｣の ｢認識｣､およ
びそれを媒介するものとしての ｢社会意識｣という､より大きな枠組の中で論じようとす
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